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港 区 監 査 基 準 

令 和 ２ 年 ３ 月 25 日 

監 査 委 員 決 定 

第１章 総 則 

第１節 一般基準 

（目的） 

第１条  この基準は、地方自治法（以下「法」という。）及び地方公共団体の財政 

の健全化に関する法律（以下「財政健全化法」という。）の規定に基づいて監査

委員が行う監査、検査及び審査（以下「監査等」という。）の実施並びに報告の

聴取に関し、必要な事項を定めるとともに、議会及び区長若しくは関係する行政

委員会等（以下「区長等」という。）並びに外部監査人との関係を明確にするこ

とを目的とする。 

（基本方針） 

第２条 監査委員は、監査等を実施するに当たっては、事務の執行が、法第２条第

１４項及び第１５項の規定の趣旨にのっとって、法令に適合し、正確で、経済的、

効率的かつ効果的に実施されているかどうかに、特に意を用いなければならない。 

（倫理規範） 

第３条 監査委員は、高潔な人格を維持し、誠実に、かつ、本基準にのっとってそ

の職務を遂行する。 

（監査委員の使命） 

第４条 監査委員は、法令により定められた権限に基づいて、事務事業の執行につい

て監査等を実施し、自ら入手した証拠に基づき意見等を形成するとともに、その

結果に関する報告を決定し、これを議会及び区長等に提出し、公表するなどにより、

民主的かつ効率的な行政の執行確保に資し、もって住民の福祉の増進と地方自治の

本旨の実現に寄与する。 

（監査委員の責務） 

第５条 監査委員は、区政運営に関し、広い知識と深い理解を持ち、その職務を遂 

行するに当たっては、常に独立的かつ客観的な立場で公正不偏の態度を保持し、

正当な注意をもって監査等を実施しなければならない。 

２ 監査委員は、職務上知り得た秘密を他に漏らしてはならない。 

３ 監査委員は、監査計画に基づいて、監査委員の事務を補助する職員（以下「補

助職員」という。）を指導監督しなければならない。 

４ 監査委員は、議会又は区長にあらかじめ意見を聴かれたり、外部監査人に協議

を求められた場合、信義誠実な態度で応じなければならない。 
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（専門性） 

第６条 監査委員は、住民の視点に立ちつつ、財務管理、事業の経営管理その他行

政運営に関し優れた識見を有することが求められ、その職務を遂行するため、自

らの専門能力の向上と知識の蓄積を図り、その専門性を維持確保するため研鑽に

努める。 

２ 監査委員は、補助職員に対し、監査委員の職務が本基準にのっとって遂行され

るよう、財務管理、事業の経営管理その他行政運営に関して、自らの専門能力の

向上と知識の蓄積を図るよう研鑽に努めさせる。 

（補助職員の心得） 

第７条 補助職員は、監査委員の指揮監督のもと、職務の遂行に当たっては、特に

次の各号に掲げる事項に留意しなければならない。 

（１）  職責を十分認識し、常に研修に心がけ、法令、条例、規則等（以下「法令

等」という。）に精通するとともに、区政の現状に関心を持ち、監査等の参

考となるような資料の収集に努めること。 

（２）  監査等の実施に当たっては、監査委員の監査方針に従い、監査対象につい

てあらかじめ十分研究すること。 

（３）  監査等の実施に当たっては、常に公平謙虚な心構えを持ち、能率的に実施

すること。 

（４）  職務上知り得た秘密を他に漏らしてはならない。 

（５）  監査等の進捗状況は、適宜、上司に報告し、重要事項その他疑義のある事

項については、その都度指示を受けること。 

（６）  監査等の終了後は、できるだけ速やかに書面等により監査委員に復命する

こと。 

 

第２節  実施基準 

（実施の基本方針） 

第８条 監査等の実施に当たっては、事務の執行が予算及び議決並びに法令等に基

づいて行われているかに留意し、積極的かつ指導的に実施しなければならない。 

（計画的な監査等の実施） 

第９条 監査等を効率的かつ効果的に実施するため、監査基本計画を作成するとと

もに実施計画を作成し、これに基づいて監査等を適時に実施しなければならない。 

（内部統制に依拠した監査等）  

第１０条 監査等（内部統制評価報告書審査を除く。本条及び第３６条第５号にお

いて同じ。）は、監査等の対象のリスク（組織目的の達成を阻害する要因をいう。

以下同じ。）を識別し、リスクの内容及びリスクが生じる可能性とその影響を検
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討した上で、重点化を図り、効率的かつ効果的に実施する。 

２ 前項のリスクの内容及びリスクが生じる可能性とその影響の検討に当たって

は、内部統制の整備状況及び運用状況について情報を集め、判断する。 

３ 監査委員は、監査等の種類に応じ、内部統制に依拠する程度を勘案し、適切に

監査等を実施する。 

（監査等の調整） 

第１１条 監査等の計画の策定及び実施に当たっては、個々の監査等に有機的な関

連を持たせ、総合して成果が上がるよう調整運用しなければならない。 

２ 監査委員は外部監査人に対し、相互の監査の実施に支障をきたさないよう配慮 

しなければならない。 

（監査等の方法） 

第１２条 監査等の方法は、監査等の種別、対象、目的並びに内部けん制組織及び

内部監査の信頼性の程度を勘案して、試査又は精査による。 

２ 試査は、監査等の対象となっている事項について、その一部を抽出して調査し、

その結果によって、全体の正否又は適否を推定する。 

３ 精査は、監査等の対象となっている事項について、違法、不当な事項を発見し、

又は問題点等を明らかにするため、全部にわたり精密に調査する。 

 

第３節 報告基準 

（報告、意見の提出） 

第１３条 監査委員は、監査等を終了したときは、公正不偏な態度をもって報告、 

意見（以下「報告等」という。）を決定し、速やかに提出及び公表の手続をとら

なければならない。 

（監査結果に係る勧告） 

第１４条 監査委員は、前条の監査の結果に関する報告のうち、特に措置を講ずる

必要があると認める事項について、勧告することができる。この場合において、

監査委員は、勧告の内容を速やかに公表しなければならない。 

（報告等の提出以前の周知の禁止） 

第１５条 監査等の結果は、報告等の提出以前に、関係者以外の者に知らせてはな

らない。 

 

第２章  監査等の実施 

第１節  監査等の種別 

（監査） 

第１６条 監査の種別は、次の各号に掲げるとおりとする。 
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（１）定期監査（法第１９９条第４項の規定による監査） 

 毎会計年度少なくとも１回以上期日を定めて、次の事項について行う。 

  ア 区の財務に関する事務の執行が、適正かつ効率的に行われているかど 

うかを主眼として実施する。 

  イ 区の経営に係る事業の管理が、合理的かつ効率的に行われているかどう 

かを主眼として実施する。 

  ウ 必要に応じ、区の事務事業の執行に係る工事について、当該工事の設計、 

施工等が適正に行われているかどうかを主眼として実施する。 

（２）随時監査（法第１９９条第５項の規定による監査） 

  必要があると認めるとき、定期監査に準じて実施する。 

（３）行政監査（法第１９９条第２項の規定による監査） 

  必要があると認めるとき、一般行政事務の執行が、合理的かつ効率的に行わ 

れているか、法令等の定めるところに従って適正に行われているかどうかを主

眼として適時に実施する。 

（４）財政援助団体等に関する監査（法第１９９条第７項の規定による監査） 

  財政的援助を与えている団体、出資・支払保証団体、信託の受託者及び公の 

施設の管理を行わせている団体に対し、必要があると認めるとき、又は区長の

要求に基づき、当該財政援助等に係る出納その他の事務の執行が適正かつ効率

的に行われているかどうかを主眼として実施する。 

（５）公金の収納又は支払事務に関する監査（法第２３５条の２第２項の規定によ 

る監査） 

  指定金融機関等に対し、必要があると認めるとき、又は区長の要求に基づき

実施する。 

（６）住民の直接請求に基づく監査（法第７５条の規定による監査） 

  請求に係る事務の執行について実施する。 

（７）議会の要求に基づく監査（法第９８条第２項の規定による監査） 

  要求に係る事務について実施する。 

（８）区長の要求に基づく監査（法第１９９条第６項の規定による監査） 

要求に係る事務の執行について実施する。 

（９）住民監査請求に基づく監査（法第２４２条の規定による監査） 

   請求の内容について実施する。 

（１０）区長の要求に基づく職員の賠償責任に関する監査（法第２４３条の２の２

第３項の規定による監査） 

要求に係る事実の有無等について実施する。 
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（検査） 

第１７条 検査の種別は、例月出納検査（法第２３５条の２第１項の規定による検 

査）とし、会計管理者の権限に属する現金の出納について、毎月の計数を確認す

るとともに、事務処理が適法かつ正確に行われているかどうかを主眼として実施

する。 

（審査） 

第１８条 審査の種別は、次の各号に掲げるとおりとする。 

（１）決算審査（法第２３３条第２項の規定による審査） 

決算計数の正確性を検証するとともに、予算の執行が、適正かつ効率的に行

われているかどうか、また、財政運営は健全かどうかなどを主眼として実施す

る。 

（２）基金の運営状況審査（法第２４１条第５項の規定による審査） 

   基金の運用状況を示す書類の計数の正確性を検証するとともに、基金の運用

が、設置目的に沿って適正かつ効率的に行われているかどうかを主眼として実

施する。 

（３）健全化判断比率の審査（財政健全化法第３条の規定による審査） 

   実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率及びそ

の算定基礎となる事項を記載した書類が適正に作成されているかどうかを主

眼として実施する。 

（４）内部統制評価報告書の審査（法第１５０条第５項の規定による審査） 

区長が作成した内部統制評価報告書について、区長による評価が適切に実施

され、内部統制の不備について重大な不備に当たるかどうかの判断が適切に行

われているかどうかを主眼として実施する。 

（報告の聴取） 

第１９条 監査委員は、地方自治法施行令第１６８条の４第３項の規定により、指 

定金融機関に対する検査の結果について、会計管理者に対して報告を求める。 

 

第２節 監査手続 

（監査計画の作成） 

第２０条 監査基本計画は、次の各号に掲げる事項について定める。 

（１）年間における実施予定の監査等の種別 

（２）監査等の種別実施予定時期 

（３）その他監査等の実施に関し必要と認める事項 

２ 実施計画は、監査等の種別毎に次の各号に掲げる事項について定める。 

（１）監査等の実施方針 



6 

（２）監査対象選定基準 

（３）監査等の項目 

（４）監査等の日程及び対象 

（５）監査等の着眼点 

（６）その他監査等の実施上必要と認める事項 

（監査調書等の作成及び保存）  

第２１条 監査委員は、監査計画、監査等の内容その他の監査委員が必要と認める

事項を監査調書等として作成し、保存する。 

（事前通知） 

第２２条 監査等を実施するに当たっては、監査の対象となる機関の長に対し、監

査等の種別、期日、場所等を指定し、その期日の５日前までに通知する。ただし、

監査委員が緊急に監査又は検査を行う必要があると認めるときは、この限りでな

い。 

（個別外部監査契約に基づく区長への通知等） 

第２３条 監査委員は、事務の監査請求に係る個別外部監査の請求があったときは、

請求の要旨を公表するとともに、監査委員の監査に代えて個別外部監査契約に基

づく監査によることについての意見を付けて、その旨を区長に通知する。 

２ 監査委員は、議会から個別外部監査の請求があったときは、その旨を区長に通

知する。 

３ 監査委員は、長からの個別外部監査の要求及び財政的援助を与えているもの等

に係る個別外部監査の要求があったときは、監査委員の監査に代えて個別外部監

査契約に基づく監査によることについての意見を区長に通知する。 

４ 監査委員は、住民監査請求に係る個別外部監査の請求があったときは、監査委

員の監査に代えて個別外部監査契約に基づく監査によることが相当であると認

めるときは、個別外部監査契約に基づく監査によることを決定し、請求があった

日から２０日以内に区長に通知する。この場合、監査委員は、当該通知をした旨

を請求人に通知する。 

（資料請求等） 

第２４条 監査等を実施するに当たっては、あらかじめ項目及び様式を定めて監査

等に必要な資料を提出させ、必要に応じて事務事業の概況について説明を求める。 

（事前研究） 

第２５条 監査等を実施するに当たっては、次の各号に定める事項について事前研

究に努める。 

 （１）対象となる事務事業についてあらかじめ関連法規等の調査研究を行い、基

礎知識を習得する。 



7 

 （２）前条の規定に基づき提出された資料について検討し、その問題点を把握す

る。 

（３）前回までの監査等における指摘事項等を把握する。 

（監査等の着眼点） 

第２６条 第２０条第２項の規定に基づく、実施計画において定める監査等の着眼

点は、別項に定める「監査等の着眼点」のうちから適宜選択する。ただし、別項

にないものについては、その都度定める。 

なお、行政監査に当たっては、別項第２の着眼点を参考に、監査の対象に応じ

た着眼点を、その都度定める。 

（監査技術の選択適用） 

第２７条 監査等は、書類、帳簿、証書類等に基づき、次の監査技術を必要に応じ

適宜に選択し実施する。 

 ア 照合 証拠突合、帳簿突合及び計算突合等のように関係諸記録を相互に突合

せ、その記録又は計算の正否を確かめること。 

 イ 実査 事実の存否について、実地に現物検証、現場検証等により直接検証す 

ること。 

 ウ 立会 物品等の在庫高調査又は実地棚卸し等を行う際に、現場に立会い、そ

の実施状況を視察して正否を確かめること。 

 エ 確認 事実の存否を、証拠及び第三者の証言等をもって確かめること。 

 オ 質問 事実の存否又は問題点について、監査対象部局の職員などに質問して、

回答又は説明を求めること。 

 カ 分析 事実の性質、内容を究明し、これを構成要素別、時間別、比率別、問 

題別等に分析して異常の有無を確かめること。 

 キ 比較 年度別、時間別、関係要素別等による複数の数値を対照させて観察し、

その異同を通じて問題点の有無を確かめること。 

 ク 通査 帳簿等関係諸記録を一通り調査して、異常事項や例外事項を発見し、

問題点を明らかにすること。 

 ケ 調整 源泉を等しくし、相互に関連のある計数が別々に整理されている場合、

それら二組の計数の過不足を追及し両者が事実上一致するかどうか

を確かめること。 

 コ 総合 諸種の事実を総合して、総括的な観点から事実を判断して評定するこ 

と。 

（監査等の方法の適用） 

第２８条 第１６条第１号から第５号まで、第１７条及び第１８条に掲げる監査等

における監査方法は、原則として試査による。ただし、試査によって異常を発見
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した場合は、当該事項について精査をする。 

（監査等の講評） 

第２９条 監査対象部局への講評は、原則として監査等の結果に関する報告の決定

の前に行い、これに対する弁明又は意見を聴取する。 

 なお、是正改善等が必要と認められる事項については、後日報告の提出を求める。 

 

第３章 監査等の結果 

（報告の提出） 

第３０条 監査又は検査を終了したときは、監査又は検査の結果に関する報告を法

第１９９条第９項の規定により、議会及び区長等に提出しなければならない。 

２ 事務の監査の請求に係る個別外部監査について、外部監査人から監査の結果報

告があったときは、請求人の代表者に送付しなければならない。 

３ 住民監査請求に係る個別外部監査について、外部監査人から監査の結果報告が

あったときは、請求に理由があるかどうかを決定のうえ請求人に通知しなければ

ならない。 

（意見の提出） 

第３１条 監査の結果に基づいて必要があると認めるときは、前条第１項に規定す

る報告に添えて、法第１９９条第１０項の規定による意見を提出する。 

２ 外部監査人の監査結果について必要があると認める場合は、議会及び区長等に

対して意見を提出することができる。 

（審査意見の提出） 

第３２条 決算審査及び基金の運用状況審査を終了したときは、審査意見を区長に

提出する。 

２ 健全化判断比率の審査を終了したときは、審査意見を区長に提出する。 

（勧告） 

第３３条 住民監査請求の対象となった行為について、法第２４２条第３項の規定

に基づき当該行為を停止すべきことを勧告したときは、請求人に通知し、かつ公

表しなければならない。 

２ 住民監査請求に基づく監査の結果、請求に理由があると認めるときは、議会又

は区長等に期間を示して必要な措置を講ずべきことを勧告するとともに、これを

請求人に通知し、かつ公表しなければならない。 

（報告等の決定） 

第３４条 監査等の結果に関する報告等の決定（第１６条第５号及び第１７条に定

めるものを除く。）、外部監査人の監査結果に関する意見及び内部統制評価報告書

審査に係る意見並びに住民監査請求に係る個別外部監査結果について請求に理
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由があるかどうかの決定、勧告は、法第１９９条第１２項等の規定により合議に

よる。 

（報告等の公表） 

第３５条 報告等のうち、第１６条第１号から第４号まで、第６号から第９号に定

める監査、並びに外部監査人の結果報告については公表しなければならない。公

表は、港区公報に登載するとともに、港区告示式に定める方式により行う。 

（報告書等の記載事項） 

第３６条 監査報告書、検査報告書及び審査意見書には、おおむね次の各号に掲げ

る事項を記載する。 

 （１）報告等の日付 

 （２）監査等を実施した監査委員名 

 （３）監査等の種別 

 （４）監査等の概要 

   ア 監査等の実施機関 

   イ 監査等の対象とした部課又は事業所等の名称（財政援助団体等にあって

は団体名） 

   ウ 監査等の項目及び範囲 

   エ 監査等の主な観点 

 （５）監査等の結果 

   ア 指摘事項（分類整理して記載するとともに必要に応じて助言、注意等を

付記すること。） 

   イ 事務事業の執行等についての意見 

（監査等の結果報告後の処置） 

第３７条 第１６条第１号から第４号まで、若しくは第８号に係る監査等の結果及び

勧告、並びに外部監査について、区長等から措置を講じた旨通知があったときは、

これを公表しなければならない。 

２ 第１６条第９項の住民監査請求に係る勧告に基づき、議会又は区長等から必要

な措置を講じた旨通知があったときは、これを請求人に通知し、かつ公表しなけ

ればならない。 

３ 公表の方法については、第３５条後段の規定を準用する。 

付 則  この基準は、令和２年４月１日から施行する。 


